
7 計画を実現する行政経営
1

3

【実現している姿】
目標

目標

目標

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成32年度

目標 ― ― ― 15件 17件 19件 21件 23件 23件 30 件

実績 13件 13件 8件 4件 1件

目標 ― ― ― 65% 65% 70% 75% 80% 85% 90.0%

実績 ― 56.9% 63%

目標 ― ― ― 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

実績 ― ― ― ― ―

【施策の展開】◎は重点的な取組み

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

研修満足度

人材育成を主たる目的とした目標管理に基づく人事考課制度や、職員の意欲向上を図る庁内公募制、自己申告書の充実など人材育成型の人事制度の充
実を図ります。

※平成17年度　55.0%

目標管理制度の成果の
評価・検証

目標管理制度の原案作成 目標管理制度の試行 目標管理制度の導入
目標管理制度の成果の
評価・検証

目標管理制度の成果の
評価・検証

下半期において、管理職員の
目標管理（業績評価）制度（試
行）を実施した。また、PTを立
ち上げ、一般職員導入に向け
て検討を開始した。

下半期において、一般職員の
目標管理（業績評価）制度（試
行）を実施する。

― 新たな人事制度の検討 新たな人事制度の実施 制度の評価・検証 制度の評価・検証

まちづくりの目標
政策 

施策 職員の育成と組織の活性化を図ります

一般職員の試行にあたっての
事前研修等を実施する。

評価者研修及び試行にあたっ
て説明会を実施した。

平成26年度事業

平成25年度 平成26年度

導入のあたっての研修
の実施

担当部（統括部）

◇創造的人材育成事業5,070千円・◇専門能力開発向上事業3,784千円・◇現業職場活性化事業356千円（人事課）

実現している姿を確認する指標

平成24年度 平成28年度平成27年度

市民の視点に立った質の高い行政経営を行います

職員提案の数

◎目標管理に基づく人事制度改革

目標管理制度導入にあたって
の事前研修の実施

平成32年度

研修の実施研修の実施 研修の実施

本格導入に向けて、課題把握
や意見収集ができた。

職員が自ら資質や能力をより高め、市の改革や改善に進んで取り組んでいます。

職員が協力し合い、学び合いながら課題に取り組む、人を育てる「元気な職場」となっています。

職員が市民の立場、目線で考え、積極的に協働に取り組んでいます。

OJT（職場研修）の実施割合

目標管理制度導入にあ
たっての事前研修の実
施

管理職員についての試行を円
滑に実施することができた。

到達度
前期終了年度（平成27年度末）

後期終了年度（平成32年度末）

後期終了年度（平成32年度末）

到達度
前期終了年度（平成27年度末）

到達度
前期終了年度（平成27年度末） 後期終了年度（平成32年度末）

市長公室

平成26年度事業費計

9,210千円

第4期実施計画期間 後期終了年度

制度の評価・検証

７－１－３



計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

実施計画策定にかかる政策形
成能力等向上研修の実施

実施計画策定にかかる
政策形成能力等向上研
修の実施

実施計画策定にかかる
政策形成能力等向上研
修の実施

事業の評価・検証

◎行政経営の実行

人事課と連携し、係長級職員
を対象とした実施計画策定に
かかる政策形成能力等向上研
修（平成25年2月開催）を実施
した。

平成28年度

平成26年度事業

総合計画の体系（まちづくりの
目標・政策・施策・事務事業）と
相互の関連性についての理解
が深まり、実施計画を策定する
ための能力が向上した。

課長代理・係長級を対象
に事務事業評価・行財政
改革進行状況のヒアリン
グを実施

課長代理・係長級を対象
に事務事業評価・行財政
改革進行状況のヒアリン
グを実施

事業の評価・検証

―

◇行政評価システム推進事業0円（政策推進課）

―
課長代理・係長級を対象に事
務事業評価・行財政改革進行
状況のヒアリングを実施

各課の課題・目標などの情報
共有が進むとともに、課長代理
以下職員のＰＤＣＡサイクルの
考え方（Ｐ＝計画、Ｄ＝実施、Ｃ
＝評価、Ａ＝改善）に対する認
識が一定深まった。

平成25年度

―

平成24年度5月に課長代理・係
長級を対象に事務事業評価・
行財政改革進行状況のヒアリ
ングを実施した。

―

職員一人ひとりが総合計画に基づく組織の目的と果たすべき役割を認識し、計画的・効率的に事業を展開し、成果・効果を検証する行政評価により経営感
覚を磨き、実行します。

平成27年度平成26年度平成24年度

第4期実施計画期間 後期終了年度

事業の評価・検証

平成32年度

事業の評価・検証―

平成26年度事業費計
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計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

活発な提案が行われるよう、採
用された提案の実現に向けた
バックアップ体制の強化等の
制度設計の見直しを行う。

見直しに基づく、職員提
案制度を実施

人事研修との連動による職員
提案制度の見直し

職員提案制度の見直し
を検討

職員提案制度の見直し
を検討

協議の結果、人事研修と職員
提案の目的等の違いから、連
動は困難であると判断した。

見直しに基づく、職員提
案制度を実施

人事研修と職員提案制度の連
動について、人事課と協議し
た。

評価・検証・見直し 評価・検証・見直し

制度の見直し

― 派遣研修の庁内公募 派遣研修の庁内公募

評価・検証・見直し 評価・検証・見直し 評価・検証・見直し

制度説明会を実施し、自主研
究グループの活動助成につい
て周知を図った。また、実際に
「FM研究会」「ジョイント７」「地
方公会計研究会」「防災研究」
の4グループ（18名）の申請が
あった。

自主研究グループへの支援開
始

成果報告会の実施
制度の評価・検証

申請があった4グループが活動
承認され、「ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」
「ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」「公会計」「防
災」のそれぞれのテーマについ
て活動報告を行い、活動助成
金交付が決定された。

人事評価等の人事制度と連動
した研修の在り方についてPT
で検討を行った。

PTでの議論を深め、検討して
いく。

人事評価に関するPTを立ち上
げ、人事制度と研修の連動に
ついても検討を始めた。

昇任試験前必修研修等、人事
制度と連動した研修の導入

人事制度と連動して導入
した研修の評価・検証・
再構築

人事制度と連動して導入
した研修の評価・検証・
再構築

人事制度と連動して導入
した研修の評価・検証・
再構築

人事制度と連動して導入
した研修の評価・検証・
再構築

平成24年度 平成25年度

第4期実施計画期間

平成26年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

○研修制度の充実

更なる制度の周知を図り、行
政反映等、自主研究グループ
の拡大を図る。

平成32年度

◇創造的人材育成事業5,070千円・◇専門能力開発向上事業3,784千円・◇現業職場活性化事業356千円（人事課）
◇職員提案事業0円（政策推進課）

職員が自身の資質向上のために自ら進んで学ぶことを支援する制度や職場環境をつくります。また、自主学習グループ活動や自治体職員同士の交流・連携
などを促進します。

◎自己啓発の促進

平成27年度平成24年度 平成25年度

平成26年度事業

平成28年度

評価・検証・見直し

平成32年度

後期終了年度

職員提案制度の評価

職員として求められる能力の向上や、自己啓発の契機となる研修制度を構築するとともに、研修履歴の作成や研修ポイント制など人事制度と連動を図る仕
組みを整備します。また、市民とともに学習や活動する機会を拡充します。

平成26年度事業
◇創造的人材育成事業5,070千円・◇専門能力開発向上事業3,784千円・◇現業職場活性化事業356千円（人事課）
市民活動支援事業1,737千円（市民活動支援課）

10,947千円

研修・制度の評価・検証

平成26年度事業費計

9,210千円

第4期実施計画期間 後期終了年度

平成26年度事業費計

７－１－３



計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

【摂津市の特色や魅力のある取組みとして進めていくこと】

計画

取組実績

成果

次年度課題

協働と市民公益活動支援の指
針を策定した。また市民公益活
動推進委員会において意見集
約を行い、市民公益活動支援
のガイドライン策定に向けた取
りまとめを行った。

市民公益活動支援のガイドラ
インを策定する。

政策推進会議において、協働
と市民公益活動支援の指針を
審議した。また、市民公益活動
支援のガイドライン策定に向
け、市民公益活動推進委員会
を立ち上げ、計6回開催した。

人間基礎教育推進会議を立ち
上げ、新たな手法を検討し、導
入する。

人間基礎教育の徹底

平成25年度

次年度より人間基礎教育推進
会議の立ち上げることを決定し
た。

職員へのさらなる人間基礎教
育推進のための新たな体制づ
くりの検討を行った。

平成26年度事業 ◇創造的人材育成事業5,070千円・◇専門能力開発向上事業3,784千円・◇現業職場活性化事業356千円（人事課）

平成28年度

取組みの評価・見直し
目標実施の推進及び実施内容
の共有

目標実施の推進及び実
施内容の共有

目標実施の推進及び実
施内容の共有

取組みの評価・見直し

平成24年度

研修アンケートの実施 研修アンケートの実施

平成24年度

研修アンケートの実施 研修アンケートの実施

協働と市民公益活動支援の指
針・ガイドラインの策定

研修アンケートの実施

研修満足度の向上（約６％）が
図れた。

昨年度の研修アンケートにお
いて要望の多かった内容をカ
フェテリア研修の項目に反映し
た。また、昨年同様にキャリア
シートにて、満足度の調査を
行った。

市民公益活動団体と共
同研修の実施

政策推進課において指針の説
明会を実施した。

協働と市民公益活動支援の指
針・ガイドライン説明会の実施

協働と市民公益活動に
関する研修を職員階層
別に実施

協働と市民公益活動に
関する研修を職員階層
別に実施

市民公益活動団体と共
同研修の実施

参加した職員の協働に対する
理解が深まった。

アンケート内容を検討しなが
ら、研修の改善に努める。

協働に関する研修を継続的に
実施する必要がある。

― ― ―

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

全職場で月間目標を立てて、その実現に取り組みます。

平成26年度 平成27年度

後期終了年度

平成32年度

研修アンケートの実施

市民公益活動支援のガ
イドラインを策定

市民公益活動団体との
共同研修の評価・検証

平成32年度

取組みの評価・見直し

第4期実施計画期間

平成26年度事業費計

9,210千円

第4期実施計画期間 後期終了年度

７－１－３


